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第２章 中国の障害者教育法制の現状と課題

はじめに

２００６年に実施された第２次全国障害者サンプル調査によれば，中国には

人口の６．３４パーセント，８２９６万人の障害者がいると推計されている。障害者

のいる世帯数は７０５０万戸であり，全世帯の２割近くに及ぶ。１５歳以上の障

害者の非識字率は１９８７年の第１次調査の５９パーセントから２００６年の第２次調

査では４３パーセントに改善したものの，中国全体の非識字率９パーセント

と比較すると高い。また，非障害者と比較した場合，障害者の教育水準は

依然として低く，格差が大きいことが判明している（小林２０１０a）。

１９９０年に制定された障害者保障法では障害者教育に関する一章が設けら

れ，それを実施するために１９９４年に障害者教育条例が制定されている。中

国はまた，２００８年８月に障害者の権利に関する条約（以下，障害者権利条約）

を批准し，履行の義務を負う締約国となっている。締約後に中国から提出

された履行状況の報告に対して，国連の障害者権利委員会は総括所見のな

かで，中国には特殊学校が多く，政府の方針が特殊学校の拡大におかれて

いると懸念を示し，特定の障害児童以外は普通学校に通うことができず，

特殊学校への就学を強制されていると憂慮を表明した。そして委員会はイ

ンクルージョンが条約のキーコンセプトであり，より多くの障害児童の普

通学校への就学を保障するために資源を特殊教育から普通学校でのインク

ルーシブ教育促進に再配分するよう中国に勧告した（１）。
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中国は障害者権利条約が謳っている障害者の教育の権利，教育における

差別の禁止，インクルーシブ教育をどのように実現しようとしているのか。

障害者権利条約の総括所見が指摘するように，中国の障害者教育は特殊教

育に偏向しているのか。以下本章では，中国の障害者教育法制が障害者権

利条約の定める教育の権利と整合性ある方向に向かっているのか明らかに

する。このために，まず中国の障害者の就学状況を概観したうえで，障害

者教育に関連する政策と立法，とくに障害者立法の核である障害者保障法

と障害者教育条例を検討し，最後にこれらと障害者権利条約との整合性を

考察する。

第１節 障害者の就学状況

２００６年の第２次調査をふまえ，中国障害者連合会は「小康社会」（ややゆ

とりのある社会）の全面的建設という政策（２）遂行のために，「全国障害者状況

観測指標」（３）を２００６年に制定し，障害者の生存，発展，環境状況について継

続的なモニター調査を開始した。２００７年以降，毎年主要データに関する報

告が発表されている。中国全体での義務教育入学率は１００パーセントに近づ

いているなか，２０１３年のモニター調査では，学齢障害児童の義務教育就学

率は７２パーセントにとどまっていることが報告されている（中国残疾人聯合

会研究室・北京大学人口研究所・国家統計局統計科学研究所２０１３，８）。２００７年

のモニター調査開始時からは１０ポイント近く改善しているものの，「小康社

会」の目標としている９５パーセントにはほど遠いのが現状となっている（図

２―１）。

１８歳以上の障害者の教育程度については，就学経験のない障害者の割合

が減少し，小・中学校の義務教育修了者は着実に増加しているものの，高

校，大学などの学歴の高度化には至っていない（図２―２）。

中国障害者連合会が毎年「中国障害者事業発展統計報告」として発表し

ている義務教育段階の未入学学齢障害児童の人数をみると，２００３年の３０．６万

人から２０１３年には９．１万人と着実に減少しており（図２―３），モニター調査の
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結果を裏書きしている。この未入学者数と教育部が「特殊教育基本情況」

として公表している普通学校・特殊教育学校等に在籍する障害児童数を用

いて就学率を推計すると，２００３年には５４パーセントであった就学率が２０１２年

には８０パーセントとなり緩やかではあるが一貫して上昇していることがわ

図２―１ ６～１４歳の障害児童の義務教育就学率

（出所） 中国残疾人聯合会研究室・北京大学人口研究所・国家統計局統計科学研究所（２０１３，８）
を基に筆者作成。

図２―２ １８歳以上の障害者の教育程度

（出所） 中国残疾人聯合会研究室・北京大学人口研究所・国家統計局統計科学研究所（２０１３，９）
を基に筆者作成。
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かる。しかし，なお義務教育学齢期にある障害児童の少なくとも２割，９

万人以上が受けるべき教育をまったく享受できておらず依然として大きな

課題となっている。

後述するように，障害児童の教育方式は，普通教育および特殊教育が予

定されている。普通教育学校（普通学校）では普通学級に障害児童を在籍さ

せ非障害児童と一緒に学ばせる「随班就読」（suiban jiudu）と障害児童を集

めた特殊学級が附設され，そのほか障害種別および総合的な特殊教育学校

が存在する。教育部の統計では，２０１２年の特殊教育学校の数は１８５３校であっ

た（うち視覚障害３２校，聴覚障害４５６校，知的障害４０８校，その他障害９５７校）（４）。

また，普通小学校附設の特殊学級の数は４４８学級（うち，視覚障害２１学級，聴

覚障害４１学級，知的障害３４１学級），普通（または職業）中学校附設の特殊学級

の数は２５学級（うち聴覚障害６学級，知的障害２４学級）であった（教育部発展

規劃司２０１３）（５）。

２０１３年に就学していた障害児童が在籍する学校の種別割合は図２―４のとお

りである。普通学校の普通学級（随班就読）に在籍している生徒は，小学校

１年生当初全体の３８パーセントであったものが，学年が上がるごとに比率

が高まり，小学校６年生では全体の６０パーセントとなっている。他方，特

図２―３ 就学者数の変化

（出所） 教育部発展規劃司（各年版）を基に筆者作成。
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殊教育学校に在籍する生徒は，小学校１年生当初６１パーセントであったも

のが小学校６年生では３９パーセントに低下している。学年が上がるにつれ

普通学校在籍者の割合が増加していくのは一見すると特殊教育学校から普

通学校へのいわゆるインテグレーション（統合教育）が順調に進められてい

るように読み取れる。

しかし，経年で学校種別の就学者数の変化（図２―５）をみると必ずしも特

殊教育学校から普通学校へ障害児童が移動した結果でないことがわかる。

特殊教育学校の在籍者数は，２００３年の１１．９万人からほぼ一定比率で上昇し，

２０１２年には１６．７万人に達し，むしろ増加している。逆に，普通学校における

障害児童の数は２００３年の２３．６万人から一時は２６．６万人に達するものの，その

年をピークに下降し２０１２年には１９．６万人に減少している。各学校種別のうち

普通学校において「随班就読」の形で学んでいる障害児童の割合を求める

と，２００３年の６６パーセントから２０１２年には５４パーセントと減少している。し

たがって，統計からみると中国の障害者教育は特殊教育学校から普通学校

へのインテグレーションやインクルーシブ教育に向かう趨勢にはなく，特

殊教育学校での受入れ強化の方向にあることがうかがえる。

これに関して，教育部直属の中国教育科学院の彭等（２０１３）は，これまで

６割を維持してきた普通学校での「随班就読」が２０１１年に下降した一因は，

図２―４ 障害児童が就学する学校の種別割合（２０１２年度）

（出所） 教育部発展規劃司（２０１３）を基に筆者作成。
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政府による特殊教育学校の増築・新築政策の強化にあるとしており（彭等

２０１３，５４），今後もこの傾向が続くことが示唆される。また，全体として学

年が高くなるほど，とくに５年生以上になると実際に在籍している障害児

童の数は少なくなり，下降傾向にあることを指摘している（彭等２０１３，１０）。

その一因は，政府による普通学校の「随班就読」生に対する財政支援の不

足から障害児童の休学や中途退学が年々増加していることが挙げられてい

る。さらに，別の国家政策として，農村や郷鎮に点在する小規模の学校を

併合するいわゆる「撤点并校」政策が進められた結果，これまで通うこと

のできていた近くの普通学校が閉鎖され，指定された遠くの学校には行く

ことが困難となり就学できなくなった障害児童もいると分析する（彭等２０１３，

１９４）。

以上のとおり，中国における義務教育学齢期の障害児童の就学率は年々

改善しているものの，なお少なくとも２割が未就学状態にあり課題となっ

ている。中国政府は，障害児童の就学先確保の方針として普通学校でのイ

ンクルーシブ教育ではなく，特殊教育学校での受入れを強化する方向にあ

ることがうかがわれる。この点において国連の障害者権利委員会が総括所

見のなかで指摘した懸念は失当でない。特殊教育学校に資源が傾注された

図２―５ 学校種別の就学者数の変化

（出所） 教育部発展規劃司（各年版）を基に筆者作成。
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結果，普通学校で学ぶ障害児童にはニーズに合わせた合理的配慮が提供さ

れず，甚だしい場合には義務教育を修了する前に退学を余儀なくされてい

ることが示唆される。

第２節 障害者教育の政策と立法の変遷

１．政策・計画

中国共産党の意見や決定などの方針に基づき，国務院および関連行政部

門によって障害者教育関連の政策文書が出されてきた（表２―１）。１９８９年に国

家教育委員会，国家計画委員会，民政部，財政部，人事部，労働部，衛生

部および中国障害者連合会が国務院の承認を経て共同で発布した「特殊教

育の発展に関する若干の意見」（６）は，当時の障害者教育の実情を確認したう

えで，当面の方針を決定している。視覚障害および聴覚障害のある学齢児

童の入学率は６パーセントに満たないとして，障害児童・少年に対する特

殊教育の遅れは，初等教育普及の最も脆弱な箇所であるとの認識を示して

いる。そこで，特殊教育の発展は普及と質の向上を結び付け，とくに普及

に重点をおくことを原則とすることを謳った。当面，特殊教育事業発展の

基本方針は，初等教育および職業技術教育を固めることに重点をおき，積

極的に就学前教育を展開し，徐々に中等教育と高等教育を発展させること

が定められた。

その後，２００１年に「第１０期５カ年計画期間に特殊教育の改革と発展をさ

らに推進することに関する意見」（７）が提出され，最新の意見は２００９年の「特

殊教育事業の発展をさらに加速することに関する意見」（８）となっている。本

意見も，国務院の同意を得て，教育部，発展改革委員会，民政部，財政部，

人力資源社会保障部，衛生部，中央機構編成委員会�公室，中国障害者連
合会が共同で出した通知であり，当面の特殊教育事業の発展についての意

見となっている。

ここでは，障害児童・少年の義務教育普及水準の全面的な向上と障害者
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教育体制の改善，特殊教育経費の保障メカニズムの改善と特殊教育の保障

水準の向上，特殊教育の焦点の強化と障害学生の総体的素質の向上などに

ついて意見が提出されている。障害児童・少年の義務教育普及については，

地域別の目標が記されている。たとえば，都市および経済が発達した地区

では，学齢の視覚・聴覚・知的障害児童・少年の入学率は当該地区の非障

害児童・少年の入学率に基本的に到達させること，９年制義務教育の普及

（普九）を達成した中西部の農村地区では，障害児童・少年の入学率を毎年

向上させること，９年制義務教育の普及を達成していない地区では，障害

児童・少年の義務教育を９年制義務教育の普及の重点内容とし，障害児童・

少年の入学率を７０パーセント前後に到達させることが掲げられた。また，

上記の対象となっている視覚・聴覚・知的障害児童・少年以外の重度肢体

障害，重度知的障害，自閉症，脳性麻痺および重複障害児童・少年に対し

ては，多様な形式をもって義務教育を実施できるよう積極的に条件を作り

出していくべきことが示された。

年 法律・政策

１９８２ 憲法
１９８５「教育体制改革の決定」
１９８６ 義務教育法
１９８９「特殊教育の発展に関する若干の意見」
１９９０ 障害者保障法
１９９４ 障害児童少年「随班就読」事業を展開することに関する試行規則

障害者教育条例
１９９５ 教育法
２００１「第１０期５カ年計画期間に特殊教育の改革と発展をさらに推進することに関する意見」
２００６ 義務教育法（改正）
２００７ 障害者権利条約（署名）
２００８ 障害者保障法（改正）

障害者権利条約（批准）
２００９「特殊教育事業の発展をさらに加速することに関する意見」
２０１０「国家中長期教育改革・発展計画綱要（２０１０～２０２０年）」
２０１１「中国障害者事業第“１２・５”発展綱要」
２０１４「特殊教育向上計画（２０１４～２０１６年）」

表２―１ 障害者教育関連の主要な法律・政策

（出所） 筆者作成。
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特殊教育学校の建設強化も謳われ，国家は中西部地区の特殊教育学校の

建設を支持し，３０万以上の人口または障害児童・少年の対象が比較的多い，

特殊教育学校をいまだ有さない県は，単独の特殊教育学校を１校建設する

などの方針が示された。また，障害児童・少年を普通学級のなかで学ばせ

る「随班就読」については，県・区レベルの「随班就読」支援保障体制の

確立と改善の推進に重点をおき，義務教育を実施しているすべての学校は

積極的に条件を作り出して普通教育を受ける能力のある障害ある学齢児童・

少年を受け入れ，規模を絶えず拡大すべきであることが示された。「随班就

読」の質の向上については，特殊教育学校が定期的に普通学校に教師を派

遣して「随班就読」業務を巡回指導する制度を確立することが提案されて

いる。

２０１０年７月に打ち出された「国家中長期教育改革・発展計画綱要（２０１０～

２０２０年）」（９）は，教育全体の国家方針を定めたものであり，特殊教育について

はわずかに規定するにとどまるものの，その後の障害者事業発展綱要の根

拠のひとつとなっている。ここでは，特殊教育に配慮・支持すること（１０），

特殊教育システムを改善すること，特殊教育の保障メカニズムを健全化す

ることが謳われている。とくに特殊教育システムの改善では，２０２０年には，

市（地）および人口３０万人以上で，障害児童・少年が比較的多い県（市）の

すべてに特殊教育学校が１校あることを基本的に実現すること。各レベル

の各種学校は積極的に条件を作り出し障害者の入学を受け入れ，「随班就読」

および普通学校の特殊学級の規模を絶えず拡大すること。全面的に障害児

童・少年の義務教育普及水準を向上させ，障害者における高校段階の教育

の発展を加速させ，障害者の職業教育を大いに推進し，障害者の高等教育

の発展を重視すること。障害児童の就学前教育を適地適作で発展させるこ

とが示された。

現行の障害者事業計画は，２０１１年から２０１６年までの「中国障害者事業第

“１２・５”発展綱要」（１１）である。障害者事業は１９８８年に制定された「中国障

害者事業５年工作綱要（１９８８～１９９２年）」から開始され，その後は国家全体の

方針を定める国民経済社会発展計画綱要に合わせて５年ごとに国務院が作

成している。第１２次５カ年計画は従来の綱要を踏襲し，期間中に実施され
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るべき目標や主要任務および政策措置を定めている。

その範囲は，社会保障，リハビリテーション，教育，就業，貧困解決，

扶養，文化，体育，バリアフリー環境，法制建設・権利擁護，障害予防，

障害者組織などに及び，数値目標が設定可能なものについては具体的な数

値が掲げられている。教育に関して定められた主要任務は，�障害者の教
育体制を改善し，保障メカニズムを健全化し，障害者が受ける教育水準を

向上させること，�学齢障害児童・少年が義務教育をあまねく受け，障害
児童・少年の義務教育の質を向上させること，�障害児童の就学前リハビ
リテーション教育を発展させること，障害者職業教育を大いに発展させ，

障害者の高校段階の教育および高等教育の発展を加速させること，�青壮
年の障害者の非識字者を減少させること，などである。

政策措置としては，「障害者教育条例」，「国家中長期教育改革・発展計画

綱要（２０１０～２０２０年）」および「特殊教育事業の発展をさらに加速することに

関する意見」を確実に実施し，就学前教育から高等教育までの障害者教育

システムを確立し，特殊教育の保障メカニズムを健全化し，特殊教育を国

家教育監督・指導システムならびに教育評価システムに組み込み，障害者

の教育を受ける権利を保障することが掲げられている。

障害者の義務教育を基本公共サービス体系に組み込むことに関して，綱

要は次のように定める。特殊教育学校を骨幹とし，「随班就読」と特殊教育

学級を主体とする障害児童・少年の義務教育体系を引き続き改善し，普及

を加速させ，かつ，学齢障害児童・少年の義務教育の水準を向上させる。

コミュニティー教育・訪問教育・越境生徒の募集・専門学校設立などの形

式をとり，学齢の重度肢体障害，重度知的障害，自閉症，脳性麻痺および

重複障害児童・少年に対して義務教育を実施する。障害児童・少年「随班

就読」支援保障システムを確立し，条件のある教育機構に特殊教育リソー

ス・センターの設立を託し，それにより特殊教育学校および普通学校を先

導し，「随班就読」の質を向上させる。

その後，２０１４年に発表された教育部，発展改革委員会，民政部，財政部，

人力資源社会保障部，衛生計生委員会，中国障害者連合会「特殊教育向上

計画（２０１４～２０１６年）」（１２）は現段階の障害者教育政策の力点を表しているとい
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えよう。計画では，「全面的にインクルーシブ教育（全納）を推進し，すべ

ての障害児童の一人ひとりが適切な教育を受けられるようにする」ことが

全体目標として打ち出された。そして教育部によると計画には次の３大任

務があるとされる（１３）。第１に，教育普及水準を向上させること。とくに未

入学の障害児童・少年が義務教育を受けられるように手配すること。第２

に，教育を提供する条件整備の保証を強化すること。とくに特殊教育学校

の正常な稼働と運営水準を向上させること。第３に，教育・授業の質を向

上させること。とくに特殊教育学校の教科や教材を改善・確立すること，

である。このように中国政府は，インクルーシブ教育を政策の前面に掲げ，

就学率の向上をめざしているものの，現段階での資源の配分は特殊教育学

校におかれていることがわかる。

２．法律

障害者教育に関する主要な現行法規は，憲法，教育法，義務教育法，障

害者保障法，障害者教育条例である。法令の制定や改正は統一的に行われ

ていないため，法律間，上下間の整合性が必ずしもとれていないことに注

意を要する（１４）。

写真２―１ ろう学校の授業の様子（北京）

（筆者撮影）
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１９８２年に制定された現行憲法は，それまでの高齢者，疾病者または労働

能力喪失者に対する社会保険，社会救済，医療衛生の提供という一般的な

社会保障の規定に加え，初めて障害者について言及し「国家と社会は視覚・

聴覚・言語障害その他の身体障害をもつ公民の労働・生活と教育を援助し

処置する」（第４５条）という明文の規定を設けた。このように障害者に対す

る教育の問題は障害者の雇用の問題と並んで当初より政策課題のひとつと

して認識され，体制が徐々に整えられていくことになった。

１９８５年に中国共産党中央委員会は「教育体制改革の決定」（１５）のなかで，９

年制の義務教育を実行すると同時に，視覚，聴覚，言語，身体障害および

知的障害児童の特殊教育を発展させる努力が必要であるとの方針を打ち出

した。この決定で初めて知的障害者に対する特殊教育の必要性が言及され，

これまで視覚障害，聴覚言語障害にとどまっていた対象が拡大し，翌１９８６

年に公布された「義務教育法」（１６）のなかで正式に盛り込まれた（１７）。２００６年の

改正により，そのあいだの障害者教育の動きが反映され，条文が若干詳細

となった。まず，国の責任として，国務院および県レベル以上の地方人民

政府は，合理的に教育資源を配置し，均衡のとれた義務教育の発展を促進

するとともに，措置を講じて，障害のある学齢児童・少年が義務教育を受

けられるよう保障することが定められた（第６条）。具体的には，県レベル

以上の地方人民政府は必要に基づいて特殊教育を実施する相応の学校・学

級を設置し，視覚障害，聴覚言語障害および知的障害の学齢児童・少年に

義務教育を実施すること。特殊教育学校・学級は，障害児童・少年の学習・

リハビリテーション・生活の特性に適した場所と設備を具備しなければな

らないこと。普通学校は，普通教育を受ける能力を有する障害のある学齢

児童・少年を普通学級のなかで学ばせ（随班就読），かつその者の学習・リ

ハビリテーションのための支援を提供しなければならないことが記された

（第１９条）。普通教育を受ける能力を有する障害のある学齢児童・少年を普

通学級のなかに受け入れて学ぶことを拒絶した場合，当該学校は，県レベ

ルの人民政府教育行政部門から期限を定めた改善命令が出され，状況が深

刻な場合は直接の責任者が処分されることになっている（第５７条）。

義務教育法は２００６年の改正のなかで，本法を憲法および教育法に基づい
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て制定するとの文言を加えた。憲法は前述のとおりであるが，「教育法」（１８）

は義務教育法の後，１９９５年に制定されている。障害者教育については，国

家は障害者教育事業を支持・発展させること（第１０条），国家・社会・学校

その他の教育機構は，障害者の身心の特性および必要に基づいて教育を行

い，かつ，その者のために支援と便宜を提供すること（第３８条）を定めるに

とどまる。

１９８６年に「義務教育法」が公布された後，１９９０年に「障害者保障法」（１９）が

制定され，その法律の内容を実施するため，１９９４年に「障害者教育条例」（２０）

が国務院によって制定されている。障害者保障法は，中国の障害者立法の

核として障害者の権利および差別の禁止などの一般規定をおくほか，リハ

ビリテーション，教育，労働・就業，社会保障，バリアフリー環境など分

野ごとに章を設けている。同法を実施するために各省・自治区・直轄市な

どの地方政府は実施規則を制定し，国務院は分野ごとの条例の整備を進め

ることになっている。障害者保障法は，２００６年１２月に採択された国連の障

害者権利条約の議論にあわせて改正作業が進められ，２００８年４月２４日に改

正された。しかしながら，実施のために１９９４年に制定された障害者教育条

例の改正は草案段階にとどまっており，障害者権利条約の成立などの国際

社会の動向，および障害者保障法の改正など国内の立法や政策の変化はい

まだ条例には反映されていない。以下，次節では障害者教育にかかわるこ

れら現行の障害者保障法および障害者教育条例ならびに改正作業中の障害

者教育条例草案の詳細について検討する。

第３節 障害者教育の法制度

１．障害者保障法

１９９０年に制定された障害者保障法は，障害者権利条約の議論を受けなが

ら２００８年に改正され，９章５４カ条から９章６８カ条となり，若干条文を増やし

た。第３章として教育について一章をおくが，従前と比較して条文数の増

第２章 中国の障害者教育法制の現状と課題
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減はなく，内容的にも大きな修正はない。

憲法に明文の規定がある教育および労働の権利については，１９９０年の障

害者保障法の制定当時から国家が保障する権利として規定されてきた。２００８

年の改正ではそれに「平等」が加わり，「国家は障害者の平等に教育を受け

る権利の享有を保障する」と謳われている（第２１条）。各レベルの人民政府

は，障害者教育を国家教育事業の構成部分とし，統一的に計画し，指導を

強化し，障害者が教育を受けるための条件を作り出さなければならない。

従来，義務教育の実施に重点がおかれていた文言は，「政府，社会，学校

は，効果的な措置を講じ，障害児童・少年の就学に実際に存在する困難を

解決し，その者が義務教育を修了することを援助しなければならない」と，

義務教育修了のための支援に書き改められている。そのために，各レベル

の人民政府は，義務教育を受ける障害学生および貧困障害者世帯の学生に

対して教科書を無償提供し，かつ，寄宿舎生活費等の費用の補助を支給す

ることなど，具体的な費用の減免についての規定が追加されている。農村

貧困世帯の障害学生について雑費および教科書費用の免除ならびに寄宿生

の生活費補助を呼びかけていた２００４年の国務院の通知（２１）を法律に取り込ん

だ形となっている。障害者教育全般については「障害者教育は，普及と向

上を相互に結び付け，普及を重点とする方針とし，義務教育を保障し，職

業教育の発展を重視し，積極的に就学前教育を展開し，高校以上の教育を

徐々に発展させる」と定めた（第２２条）。従来，義務教育も発展させる対象

であったが，２００８年の改正段階では，義務教育の普及・実施から義務教育

の保障・修了へと発展段階が上がってきたことが反映されている（全国人大

常委会法制工作委員会行政法室２００８，６８）。

障害者の教育方法については，障害者の心身の特性および必要に基づき，

�思想教育，文化教育を行うと同時に，心身補償および職業教育を強化す
る。�障害種別および受容能力に基づき，普通教育方式または特殊教育方
式を採用する。�特殊教育の設置課程，教材，教授法，入学および在校年
齢に適度な柔軟性をもたせることができる，と定められた（第２３条）。県レ

ベル以上の人民政府が，障害者の人数，分布状況および障害種別等の要素

に基づき，障害者教育機構を合理的に設置する（第２４条）。

66



普通教育については，普通教育機構は普通教育を受ける能力を有する障

害者に対して教育を行い，かつ，その者の学習のために便宜と援助を提供

しなければならないと規定された（第２５条）。普通小学校と中学校は学習生

活に適応できる障害児童・少年を受け入れなければならず，同様に普通高

校，中等職業学校および大学は，国家が規定する合格条件を満たす障害受

験生の入学を必ず受け入れ，その者の障害を理由に入学を拒絶してはなら

ないことが明記されている。なお，普通幼児教育機構もその生活に適応で

きる障害幼児を受け入れるべきことが記されている。

特殊教育については，障害幼児教育機構，普通幼児教育機構附設の障害

児童学級，特殊教育機構の就学前学級，障害児童福祉機構，障害児童の家

庭は，障害児童に対して就学前教育を実施する（第２６条）。中学校以下の特

殊教育機構および普通教育機構附設の特殊教育学級は，普通教育を受ける

能力を有さない障害児童・少年に対して義務教育を実施する。高校以上の

特殊教育機構，普通教育機構附設の特殊教育学級および障害者職業教育機

構は，条件を満たす障害者に対して高校以上の文化教育，職業教育を実施

する，ことが規定されている。なお，特殊教育を提供する機構は，障害者

の学習，リハビリテーションおよび生活特性に適した場所および施設を具

備しなければならない。

障害者の受入れ拒否が起きていることは認識されていたものの，２００８年

の改正ではとくにその点について１９９０年法を修正していない。ただし，１９９０

年法で普通教育機構は普通教育を受ける能力を有する障害者を受け入れ教

育を実施するとのみ定められていた規定が，改正法では障害学生が実質的

に教育を受けられるよう「その者の学習のために便宜と援助を提供しなけ

ればならない」という文言を新たに加えたことは注目に値する。この部分

は，障害者権利条約の影響を受けたと考えられる。

このように２００８年の障害者保障法改正では，義務教育の普及・実施から

義務教育の保障・修了へと力点が移ったものの，障害者の教育方法につい

ては，障害種別および受容能力に基づいた普通教育方式または特殊教育方

式が予定されている。普通学校に対しては障害児童の受入れ義務が定めら

れているものの，障害児童には従前のまま「普通教育を受ける能力を有す

第２章 中国の障害者教育法制の現状と課題
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る」という条件が課されている。一方で，障害児童を受け入れた普通学校

に対しては生徒が実質的に教育を受けられるよう「便宜と援助」の提供を

求める規定が追加され，合理的配慮の提供を求める障害者権利条約への接

近が試みられている。しかし，これまで受け入れられてきた「普通教育を

受ける能力を有する」障害児童は，普通学校が何の配慮も必要としないと

判断した比較的軽度の障害児童に限られてきたこともあり，上記の規定が

生かされるためには，まずは条約が求めるよう差別なく，均等に教育を受

ける機会が保障される必要があろう。

２．障害者教育条例

障害者教育条例は，障害者保障法が定める権利や事業のうち専ら障害者

教育に焦点を当てて制定された国務院による政令である。１９９４年に制定さ

れた条例が現行法であり，総則，就学前教育，義務教育，職業教育，普通

高校以上の教育および成人教育，教員，物質条件の保障，奨励と処罰，附

則の９章５２条から構成される。改正作業中の草案は，次項で論じる。

障害者教育は国家教育事業の構成部分であり，障害者教育事業の発展は，

普及と向上を結び付け，普及に重点をおく方針をとり，義務教育および職

業教育の発展を重視し，積極的に就学前教育を展開し，徐々に高校以上の

教育を発展させる（第３条）。障害者教育は，障害者の障害種別および受容

能力に基づき，普通教育方式または特殊教育方式を採用し，障害者教育実

施における普通教育機構の役割を十分発揮させることが記されている。

障害幼児の就学前教育については，条例では，障害幼児教育機構，普通

幼児教育機構，障害児童福利機構，障害児童リハビリテーション機構，普

通小学校の就学前学級および障害児童・少年特殊教育学校の就学前学級な

どの機構を掲げ，障害児童の家庭は障害児童に対して就学前教育を実施し

なければならないと規定する。

地方各レベルの人民政府は，障害児童・少年に対する義務教育の実施を，

当地の義務教育発展計画に組み入れ，統一的に計画と手配を行わなければ

ならない（第１４条）。障害児童・少年の義務教育を受ける入学年齢および年
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限は，当地の児童・少年の義務教育を受ける入学年齢および年限と同じで

あるべきであるが，必要なときは，その者の入学年齢および在校年齢を適

度に引き上げることができる（第１５条）。県レベル人民政府の教育行政部門

および衛生行政部門は学齢障害児童・少年の就学相談を展開し，その障害

状況の判定を行い，その者が受ける教育形式に対して意見を提出すること

になっている（第１６条）。学齢の障害児童・少年は，�普通学校の「随班就
読」，�普通学校，児童福利機構またはその他機構の附設の障害児童・少年
の特殊教育学級，�障害児童・少年の特殊教育学校のいずれかの形式で義
務教育を受ける（第１７条）。

障害児童・少年に対する特殊教育学校・学級の教育業務は，思想教育，

文化教育，労働技能教育と心身補償が結合したものであるべきであり，学

生の障害状況および補償程度に基づいて分けて教育し，条件がある学校は

個別教育を実施する（第１９条）。障害児童・少年の特殊教育学校・学級のカ

リキュラム，教育大綱および教材は，障害児童・少年の特性に適したもの

でなければならない（第２０条）。

普通学校は，国家の関連規定に基づき普通学級の学習に適応できる学齢

の障害児童・少年を募集し，受け入れ，かつ，学習，リハビリテーション

の特別ニーズに基づいてその者に援助を提供しなければならない（第２１条）。

「随班就読」の障害学生の義務教育は，普通義務教育のカリキュラム，教

育大綱および教材を適用することができるが，その者の学習要請に応じて

適度に柔軟性をとることができる。なお，義務教育を実施する障害児童・

少年の特殊教育学校は，その必要に応じて適当な段階で障害学生に対して

労働技能教育，職業教育および職業指導を行わなければならない（第２２条）。

普通高校，大学，成人教育機構は，国家が規定する合格基準に符合する

障害受験生の募集，入学をさせなければならず，その者の障害を理由に入

学を拒絶してはならない（第２９条）。区を設置する市以上の地方各レベルの

人民政府は，必要に基づいて，高校以上の特殊教育学校・学級を設立し，

障害者が受ける教育水準を向上させる（第３０条）。

第２章 中国の障害者教育法制の現状と課題
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３．障害者教育条例の改正草案

障害者教育条例は１９９４年の制定から２０年経過したことから改正作業が進

行中であり（２２），２０１３年２月２５日に国務院から「障害者教育条例（改正草案）」

がパブリックコメント募集のために通達で発表された（２３）。

「通達」で説明された改正の必要性は次のとおりである。第１に，中国共

産党第１８回全国人民代表大会報告や２０１０年の「国家中長期教育改革・発展

計画綱要（２０１０～２０２０年）」など共産党中央および国務院の障害者教育に関す

る重大な政策決定があったこと。第２に，２００８年の「障害者保障法」や２００６

年の「義務教育法」など上位法の改正があったこと，ならびに２００７年に「障

害者権利条約」に署名したこと。第３に，障害者教育の実践が直面してい

る新局面，新問題に対応する必要性があること，である。とくに障害者教

育の現状認識としては，�教育理念の相対的な立ち後れ，�障害学生の普
通学校への入学に困難があること，�特殊教育資源の不足と分布の不均衡，
�普通学校での「随班就読」の保障メカニズムが不健全なこと，�財政投
入の不足，�特殊教育教員の人数・質ともにニーズを満たしていないこと，
�特殊教育教員の待遇と地位が低すぎることなどの問題が顕著であること
が明示され，これらの問題に対応するために条例を改正して障害者の教育

を受ける権利を改善しなければならないとしている。

障害者教育条例（改正草案）は，総則，普通学校の教育，特殊教育機構の

教育，特殊教育教員，保障と監督，法律責任および附則の７章５０カ条から

なる。最大の特徴は，「通達」の説明で示されたように障害者権利条約を含

む国内外の動向を採り入れることを企図していることである。教育に関す

る条約のキーコンセプトであるインクルーシブ教育（融合教育）という用語

は３カ所，合理的配慮（合理便利）は２カ所出現する（２４）。以下，１９９４年の現

行法と対比しながら提案されている草案を検討する。

障害者教育の対象は，視覚障害，聴覚障害，言語障害，知的障害，肢体

障害，精神障害および重複障害など各種障害者を含むと定められ（第２条），

法文上これまで視覚，聴覚，知的障害の３障害種別にとどまっていた対象
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者を拡大させる方向にある。「通達」の説明では脳性麻痺，自閉症，重複障

害などの障害類型に障害者教育は拡大されるとする。

障害者教育の方針は，現行法と同じく，普及と向上を結び付け，普及に

重点をおくとする。また，障害者教育は国家教育の方針に従いながら，す

べての障害者に目を向け，インクルーシブ教育原則を堅持し，障害の種別

および受容能力に基づいて，普通教育方式あるいは特殊教育方式を採用す

る（第４条）と定める。「通達」は，これはインクルーシブ教育への誘導を

強調していると説明する。インクルーシブ教育によって障害学生を全面的

に普通学校に受け入れることは障害者権利条約の要求であり，今後の中国

における障害者教育の主導的な方向であるべきであるとする。そして，障

害者教育はインクルーシブ教育を主とし，障害者を普通教育の外に排除し

てはならないこと，特殊なニーズがあって普通学校において教育を提供す

ることが困難な障害者に対してのみ，特殊教育学校において教育を提供す

ることを意味するという。

障害者教育は国務院の教育行政部門が主管し（第６条），県レベル以上の

地方人民政府の教育行政部門は，衛生部門，民政部門，障害者連合会と教

育，心理，リハビリ等の専門家を組織して障害者教育指導委員会（２５）を設置

する（第７条）ことになっている。そして，幼稚園，学校およびその他の教

育機構は法律に従って条件を満たす障害者を受け入れ，かつその者の学習

に便宜と援助を提供しなければならないという一般規定を定め（第８条）た

のちに，普通学校と特殊教育学校についてそれぞれの章を設けている。

インクルーシブ教育の場となる普通学校について，「通達」は平等に入学

し，「拒絶ゼロ」（零拒絶）の理念に基づいて定めたとする。すなわち，地方

各レベルの人民政府は普通幼稚園・学校の障害学生受入れ能力を徐々に向

上させ，インクルーシブ教育を推し広め，障害者が普通幼稚園・学校に入

学して教育を受けることを保障するべきであり，義務教育段階では「随班

就読」や特殊学級を設置する形式を採用することができること（第１０条），

義務教育への入学はその者の戸籍所在地または居住地に近いところである

べきこと（第１３条），学校は障害を理由に入学を拒絶してはならないことと

される（第１４条）。ただし，重度障害や深刻な身心機能障害で専属の介助者

第２章 中国の障害者教育法制の現状と課題
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または専門家の援助が必要で普通教育を受容する能力がない障害児童は，

障害者教育指導委員会の評価を経ることで，その他の特殊な方式で義務教

育を受けることが可能であるとする（第１４条）。この条文について「通達」

は，学校が障害児童の入学を拒絶できる状況を厳格に限定する趣旨である

としている。義務教育を実施する学校は障害学生を適切にクラスに組み入

れるものとされるが，障害学生が比較的多い，あるいは「随班就読」の整

備条件が十分でない場合は，専門の特殊学級を設置できるとされる（第１７条）。

いずれの場合でも，学校は障害学生が教育および学校が組織する各種活動

に平等に参加できるよう条件を整え，かつ，特殊なニーズに適応する教材

および補助教材を提供し（第１８条），個別指導教育計画を作成するものとし

ている（第１９条）。

一方で，普通学校の学習に適応することが困難な障害者は，その障害種

別および教育を受ける際の特殊なニーズに基づいて，専ら障害学生を受け

入れる特殊教育機構で教育を受けることができることが定められている（第

２２条）。県レベル以上の地方政府は，当該地区の学齢期の障害児童数，障害

種別，分布に基づいて，９年一貫制義務教育の特殊教育学校を統一的に計

画して設置し，特殊な困難を抱える障害児童が義務教育を修了することを

保障しなければならないとする（第２３条）。特殊教育学校は，普通学校にお

いて教育を受けることに適していない区域内の障害児童に対して，集中し

て義務教育を実施する職責を負う（第２５条）。

以上のとおり，改正草案は障害者権利条約および国際的な動向を意識し

てインクルーシブ教育を表に掲げようとしている。「融合教育」という用語

の使用，普通学校での受入れ推進，居住地近くでの就学などはインクルー

シブ教育の方向と合致する。一方で，２００８年の改正障害者保障法が抱える

問題はそのまま継承され，障害種別および受容能力に基づいた選別を行う

こととしている。条文では，普通教育を受容する能力がない障害児童は特

殊な方式で義務教育を受けることができ，普通学校の学習に適応すること

が困難な障害児童のために特殊教育学校が準備されているという構成には

なっているものの，特殊教育学校への就学は必ずしも例外措置となってい

ない。またこの特殊教育学校は障害者権利条約が認める学業面の発達およ
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び社会性の発達を最大にするための環境（条約第２４条３項（b））としてのろ
�

う
�

学校や盲学校を必ずしも意味せず，いわゆる分離教育を温存した形となっ

ているといえる。

第４節 障害者権利条約との整合性

１．インクルーシブ教育と「随班就読」

普通学級に障害児童を在籍させ非障害児童と一緒に学ばせる「随班就読」

は，農村地域の障害児童の就学問題を解決するためにとられてきた伝統的

な教育形態である（趙２０１１，６６―６８）。「随班就読」という用語での定めはな

いものの，１９９０年の障害者保障法のなかで規定され，法律上の位置づけを

得た。その後，１９９４年に教育部は義務教育法と障害者保障法を執行するた

めに「障害児童少年『随班就読』事業を展開することに関する試行規則」（２６）

を公布し，具体的な政策措置が定められた。

これによると「随班就読」は中国の障害児童の義務教育を発展・普及さ

写真２―２ ろう学校の授業の様子（瀋陽）

（筆者撮影）
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せる主要な形式のひとつであると位置づけられている。「随班就読」の利点

は，障害児童が居住地の近くで入学でき，障害児童の入学率を向上させ，

障害児童と健常児童が相互に理解し，助け合うことができることであると

記されている。１９９４年の本規則の段階での「随班就読」の対象となる障害

児童は，主として，全盲および弱視を含む視覚障害，ろうおよび重度難聴

を含む聴覚言語障害，軽度または中度を含む知的障害を有する生徒であっ

た。普通学校は，法律に基づいて，当該学校の管轄区内に居住する学習能

力のある障害児童の受入れを拒否してはならず，「随班就読」のひとつの学

級に属する障害児童はひとりからふたりが最適であり，多くても３人を超

えてはならないことが定められている。

このように中国の障害児童の入学率向上は「随班就読」政策の実施に密

接に関係するとされ，「随班就読」は教育予算が少ない状況のなかで障害児

童の就学ニーズを満たすことのできる中国の国情に合った方法であるとも

評価されている（尚２０１３，１０３―１０４）。中国の「随班就読」は，伝統的な障害

者教育の形態が，のちにインテグレーション（統合教育）など国際的な教育

理念も受け入れながら推進されてきたものであるが（趙２０１１，６６―６８），欧米

では分離された特殊学校から普通学校に統合されることが一般的であるの

に対して，中国の「随班就読」は未就学の障害児童が就学機会を得ること

を目的として地域の普通学校に入学していったといえる（呉２００４，９１）。

国際的な教育理念と障害者権利条約に合わせ中国は「随班就読」はイン

クルーシブ教育（融合教育）の一形態であると主張するようになった（北京

市教育委員会・北京市特殊教育中心２０１３，６）。しかし，「随班就読」はなお障

害児童に義務教育を提供することを主眼としており，いくつもの問題を抱

える。そのひとつは対象となる障害児童が限られてきたことである。「随班

就読」の対象生徒は，主として，視覚障害，聴覚障害および軽度の知的障

害児童・少年であり，学校は脳性麻痺，自閉症，中度・重度の知的障害，

重度の肢体障害児童・少年の受入れをせず，障害種別による区別と同じ障

害種別であっても「普通教育を受ける能力のある」学齢期の障害児童少年

という基準によって分けられている（尚２０１３，１０３）。

また，インクルーシブ教育が求めているような障害児童のニーズに合致
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した学習環境の整備は考えられておらず，物理的に障害児童を普通学校に

入れることが優先されてきた。その結果，障害児童を非障害児童のなかに

入れることのみが重視され，主として障害児童個人が学級に適応すること

を求められた。こうして政府は「随班就読」を推進する一方，実態として

障害児童が教室の後ろに座らされ，ほかの生徒の邪魔にならないように扱

われるのみで，教育的な支援は一切ないことも少なくなく，いわゆるダン

ピング（２７）状態にあるとされる（七田・呂・高橋２００５，２５１）。

２．差別の禁止

障害者権利条約は，障害者が差別なしに，かつ，機会の均等を基礎とし

て教育の権利を享受し，それを実現するために他の者との平等を基礎とし

て，生活する地域社会においてインクルーシブで質の高い無償の初等教育

および中等教育にアクセスできるよう締約国に求めている（第２４条）。２００８

年の改正障害者保障法も障害に基づく差別を禁止する一般規定のほかに，

国家は障害者の平等に教育を受ける権利を享受することを保障すべきこと

を定める章をおく。インクルーシブ教育が行われるであろう普通学校につ

いては，普通教育を受ける能力を有する障害者に対して教育を行い，普通

小学校と普通中学校は学習生活に適応できる障害児童・少年を受け入れな

ければならず，同様に普通高校，中等職業学校および大学は国家が規定す

る合格条件を満たす障害受験生の入学を必ず受け入れ，障害を理由に入学

を拒絶してはならないことが明記されている（第２５条）。

一見すると，障害者保障法の規定は障害者権利条約に合致しているよう

に思えるが，国連に提出された障害当事者団体からのシャドーレポートも

指摘するように法文自体に矛盾が存在する（２８）。すなわち，障害者保障法が

普通学校等に受入れを求める「普通教育を受ける能力を有」し，かつ「学

習生活に適応できる障害児童・少年」の定めは，問題の所在を障害児童・

少年個人におき，障害の社会モデルへのパラダイム転換を求める権利条約

とは立ち位置を異にする。また，条約は教育において機会の均等と他の者

との平等を求めているが，障害者保障法は，障害児童・少年の教育を受け
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る「能力」と学習生活の「適応力」を基準に選別する。その結果，普通学

校への受入れが義務化され，インクルーシブ教育を享受できるのは，次の

北京の事例のように軽度の障害児童・少年のみとなっている。

北京市は２００８年の改正障害者保障法および１９９４年「障害児童少年『随班就

読』事業を展開することに関する試行規則」をふまえながら，２０１３年の「随

班就読」事業の強化に関する通達（２９）のなかで「北京市障害児童少年『随班

就読』事業管理規則（試行）」（３０）および「各種障害類別『随班就読』具体基

準」（３１）を公布した。通達では，障害児童・少年の教育事業の重点は義務教育

にあり，「随班就読」は障害児童・少年が義務教育を受ける主要な形式であ

るとされた。そして，「随班就読」の対象者は上記「基準」で判定され，区・

県の特殊教育センターが「随班就読」対象者と決定した生徒は，近くの学

校に入学し，普通学校は法律に従って障害児童・少年を受け入れ，かつそ

の者の能力および障害状況に基づいて適切な教育的配慮を提供しなければ

ならないと定めている。「随班就読」の生徒の学籍は受け入れた普通学校に

あり，学校および区・県の教育行政部門はその生徒が９年の義務教育を修

了することを保障しなければならないとしている。

さて，上記「規則」は「随班就読」の対象者を，「普通教育を受ける能力

のある，視覚障害，聴覚障害，言語障害，肢体障害，知的障害，精神障害，

重複障害の児童・少年を指し，脳性麻痺，自閉症およびその他類別の障害

児童・少年を含む」と定めている。教育場面で従来から記されていた視覚，

聴覚，知的障害の３障害類型よりは対象者が格段に広がったものの，「規則」

は「随班就読」教育の対象は一般には各障害種別のうち軽度の障害児童・

少年であることを明示的に規定する。具体的な受入れ基準は機能障害のレ

ベルで判定され，「基準」では，視覚障害（視力０．１～０．３），聴覚障害（聴力

損失４１～６０dB HL），言語障害（発音明瞭度４６～６５パーセント），肢体障害（基

本的にひとりで日常生活ができ，下記状況のひとつを有する。たとえば，片方の

膝下欠損，片手の親指欠損，低身長症など），知的障害（DQ：５５～７５，IQ：５０～

６９，WHO-DASⅡ：５２～９５），精神障害（生活は基本的に自分で処理できるが，一

般と比較すると差がある，WHO-DASⅡ：５２～９５など）となっており，いずれも

障害基準で４級とされる軽度の機能障害を有する者となっている。
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このように経済が発展し，障害者教育についても先進的であるといわれ

る北京市においても，「随班就読」の形で普通学校において学ぶことのでき

る障害者は，機能障害を基準として軽度の範疇に入る障害児童・少年に限

られることが法令に定められているのである。これは明らかに権利条約が

めざす差別なしに生活する地域社会においてインクルーシブ教育を受ける

という方向性とは異なり，障害者に対する差別となる法律等の修正・廃止

を求める締約国の一般的義務にも反する。

同様な条約違反の例として障害当事者団体は大学入試（高考）における差

別も問題ありとして提起している。前述のように２００８年の障害者保障法は，

大学は国家が規定する合格条件を満たす障害受験生の入学を受け入れ，障

害を理由に入学を拒絶してはならないことを定める（第２５条）。また，同法

はバリアフリー環境のひとつとして，国家が実施する各種進学試験におい

て視覚障害者が参加する場合は点字または電子式の問題用紙を提供するか

専門の係員が援助することも定める（第５４条）しかし，２０１１年に起こった視

覚障害者の大学受験拒否事件はマスコミを賑わせ，障害を理由として受験

そのものが拒絶されている現状を知らしめることになり，改正作業中にあっ

た障害者教育条例草案のなかに新たな条文を加える契機となった（３２）。こう

した経緯があったにもかかわらず，２０１４年には再び点字の問題用紙の準備

がないことを理由に視覚障害者が全国統一大学入試の受験申込みを拒否さ

れるという事件があり，障害当事者団体はこれを教育に関する目下の重大

問題のひとつとして扱っている。

こうしたことが起こる土壌のひとつにはシャドーレポートでもとりあげ

られた２００３年の教育部，衛生部，中国障害者連合会による「普通高等教育

機関募集身体検査業務指導意見」（３３）の存在がある。本「意見」は疾病や機能

障害の有無を基準として，受験できる大学や専攻を細かく定めたものであ

り，あらゆる段階でのインクルーシブ教育を求める権利条約に抵触すると

批判されている（傅２０１３，６０）。医師による身体検査の結果，受験希望者は

普通高等教育機関の各専攻に適する者，一部の専攻に適さない者，普通高

等教育機関のすべての専攻に適さない者の３つに分類される。たとえば，

学校は重度の心臓病，心筋症，高血圧症の者は採用しないことができる。

第２章 中国の障害者教育法制の現状と課題
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また，軽度の色覚異常がある者について，医学・薬学の各専攻，特殊教育

の各専攻などは採用しないことができ，片耳全ろうなどの一部聴覚障害は

法学の各専攻，外国語文学の各専攻などには入学できないと定められてい

る。これは差別を禁止する権利条約の一般原則のほか，障害者が差別なし

にかつ他の者との平等を基礎として一般の高等教育にアクセスできるよう

求める教育に関する第２４条に抵触し，障害者に対する差別となる法律等の

修正・廃止を求める締約国の一般的義務にも反しているといえよう。障害

者教育条例の改正草案において障害者は入学試験で特殊な方式が必要な場

合は申請することができ，試験機関や学校は障害種別や受験する専攻の要

求に従って合理的配慮および必要な援助を提供するという案が提出されて

いるが（第４０条），教育におけるいわゆる欠格条項を廃止しないかぎり，機

会の均等は保障され得ないであろう。

おわりに

中国は，上記のとおり国際的な動向や障害者権利条約との整合性を意識

して政策や法律のなかでインクルーシブ教育に取り組む姿勢を示そうとし

ている。そのままの形で成立するか否かは不透明であるものの，公表され

た障害者教育条例の改正草案においてその傾向は顕著である。しかし，中

国はこれまで普通学校で進めてきた「随班就読」こそインクルーシブ教育

の一形態であると主張しており，十分にその理念や条約の内容をふまえよ

うとしているのか疑問が残る。

障害者の教育の権利実現として，なお中国の最大の課題となっているの

は就学率の向上であることは間違いなく，さまざまな方法が模索されるこ

とは然るべきであるものの，それらは障害者権利条約が求めるインクルー

シブ教育の原則を中心に構成されるべきである。しかし，中国の立法は障

害種別および受容能力に基づく選別を明言しており，障害者が差別なしに，

かつ，機会の均等を基礎として教育の権利を享受できることを前提とする

条約に違背する。国連の障害者権利委員会が，特定の障害児童以外は普通
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学校に通うことができず特殊学校への就学を強制されていると憂慮を示し

た点である。委員会はまた特殊教育に偏っている資源の配分を普通学校で

のインクルーシブ教育に傾けるよう勧告しているが，教育省下の専門家も

「随班就読」を実施する普通学校は政府の予算措置等を必要としているこ

とを訴えている（彭等２０１３，１９１）。もちろん特殊教育学校は重度障害児童の

就学や普通学校の障害児童や教員に対する支援に重要な役割を担い得るも

のであり，全国にあまねく配置することの意義は大きいが，障害者権利条

約と矛盾しないためには，普通学校でのインクルーシブ教育に原則をおき，

それを担保するための法律の改正や財政の裏づけが期待される。

〔注〕
�１ Concluding observations on the initial report of China, adopted by the Committee

at its eighth session（１７―２８ September２０１２）, CRPD/C/CHN/CO/１（１５October
２０１２）.
�２ 江沢民「全面建設小康社会，開創中国特色社会主義事業新局面」（いくらかゆとり
のある社会を全面的に築き上げ，中国の特色のある社会主義事業の新局面を切り開
こう），（中国共産党第１６回全国代表大会報告，２００２年１１月１４日採択）。

�３ 正式には「全国残疾人小康進程監測指標体系」（全国の障害者のいくらかゆとりの
あるプロセスの観測指標体系）。

�４ 近年従来の視覚障害者，聴覚障害者の特殊教育学校が機構改革によって単一の障
害種別の学校から多種の障害学生を対象とする学校への転換が図られている。さら
に，新しく建てられる特殊教育学校は総合的な特殊教育学校を主とし，すでに半分
を占める（彭等２０１３，５７―５８）。
�５ 数値についてはふたつ存在する。中国障害者連合会の統計では，２０１０年の義務教
育を担う特殊教育学校数は１７０５校とされ，うち盲学校４０校，ろう学校６５１校，知的障
害学校４００校，その他６１４校，特殊学級２７７５学級となっており（中国残疾人聯合会
２０１１，９５），同年の教育部の統計と異なっている。なお，中国障害者連合会は２０１１年
以降，学校数の表を事業統計から外し公表していない。

�６ 「国家教委，国家計委，民政部，財政部，人事部，労働部，衛生部，中国残疾人聯
合会関於発展特殊教育的若干意見」（「国務院�公庁転発国家教育等部門関於発展特
殊教育若干意見的通知」１９８９年５月４日公布）。

�７ 教育部，国家計委，民政部，財政部，人事部，労働保障部，衛生部，税務総局，
中国残聯「関於“十五”期間進一歩推進特殊教育改革和発展的意見（２００１年１０月１９
日）」（「国務院�公庁転発教育部門関於“十五”期間進一歩推進特殊教育改革和発展
意見的通知」国�発〔２００１〕９２号，２００１年１１月２７日）。

�８ 教育部，発展改革委，民政部，財政部，人力資源社会保障部，衛生部，中央編�，
中国残聯「関於進一歩加快特殊教育事業発展的意見」（「国務院�公庁転発教育部等
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部門関於進一歩加快特殊教育事業発展意見的通知」国�発〔２００９〕４１号，２００９年５
月７日）。

�９ 「国家中長期教育改革和発展規劃綱要（２０１０～２０２０年）」２０１０年７月２９日。
�１０ ２００８年の障害者保障法改正において中国は障害の医学モデルから社会モデルへの
転換を果たさなかったことは明らかであり（小林２０１０b），本綱要も障害学生の総合
的な資質向上に関連して「潜在能力開発とインペアメント補完を重視し，障害学生
が積極的に人生に向かい合い，全面的に社会に溶け込む意識および自尊・自信・自

じきょう

立・自彊の精神を育成する」ことを謳う。
�１１ 「中国残疾人事業“十二五”発展綱要」（「国務院関於批転中国残疾人事業“十二五”
発展綱要的通知」２０１１年５月１６日）。

�１２ 「国務院�公庁関於転発教育部等部門特殊教育提昇計劃（２０１４～２０１６年）的通知」
（国�〔２０１４〕１号）２０１４年１月８日。

�１３ 「教育部有関負責人就《特殊教育提昇計劃（２０１４―２０１６年）》答記者問（http://www.
cdpf.org.cn/zxxx/content/２０１４―０１/２１/content_３０４５４６３０.htm ２０１４年２月１日アクセ
ス）。

�１４ 法の段階的には，憲法が最上位にあり，法律（全国人民代表大会），行政法規（国
務院），地方性法規（地方人大），規則（政府部門，地方政府）と続く。全人大が制
定する法律は「法」と称し，それ以外には「条例」「規定」「�法」等が使われる。
日本の政令に相当する行政法規としての「条例」は国務院のみが制定できる。「意見」
は上級機関から下級に出される指導性の強い文書のことである。

�１５ 「中共中央関於教育体制改革的決定」（１９８５年５月２７日公布）。
�１６ １９８６年４月１２日採択・公布，１９８６年７月１施行。その後，２００６年６月２９日改正・
公布，２００６年９月１日施行。

�１７ 第９条「地方各レベルの人民政府が，視覚，聴覚，言語障害および知的障害の児
童・少年のために特殊教育学校・学級を設置する」。

�１８ １９９５年３月１８日採択・公布，１９９５年９月１日施行。
�１９ 「残疾人保障法」１９９０年１２月２８日採択・公布，１９９１年５月１５日施行。その後，２００８
年４月２４日改正・公布，２００８年７月１日施行。

�２０ 「残疾人教育条例」１９９４年８月２３日国務院公布・施行。
�２１ 「国務院�公庁関於転発民政部等部門関於進一歩加強扶助貧困残疾人工作意見的通
知」（国�発〔２００４〕７６号）。なお，２００６年の教育法の改正によって学費に加えて雑
費も徴収されないことになった。

�２２ 改正作業開始にあたっての背景としては，�障害者保障法の改正，義務教育法の
改正，障害者権利条約の批准などの法的環境の変化，�中国共産党中央委員会およ
び国務院による「障害事業発展促進に関する意見」における障害者教育の重視など
障害者教育の地位と重要度の変化，�無償義務教育の基本的な普及，インクルーシ
ブ教育（全納教育，包容性教育）の理念の出現など，障害者教育の発展環境と理念
の変化が挙げられていた。改正の要点は９カ所あるとされ，最初に挙げられていた
のが，インクルーシブ教育（全納教育）を障害者教育の基本形式および重要原則と
すること，障害者教育の平等原則をさらに強調すること，法律の内容に十分にイン
クルーシブ教育（融入教育）の要請を体現すること，障害者教育の形式による区分
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を薄め，普通学校の「随班就読」を障害者が教育を受ける主要かつ優先的な方式と
し，法律上，経済が発達し条件のある地区が率先して完全なインクルーシブ教育
（融合教育）を実現することを奨励することである。これに引き続き，障害児童の
「随班就読」の改善方法および保障システムを確立することが，インクルーシブ教
育を実施するうえでの鍵となる課題であること，障害児童の「随班就読」の法定基
準と手続きを確立し，「随班就読」のニーズを満足させるために，普通学校に対して
教育資源，教員配置，教員養成等の必要な援助を提供すべきことなどが言及されて
いる（「修訂残疾人教育条例已列入国務院立法計劃教育部正在組織起草修訂草案」
『法制日報』２０１０年１０月１６日，http://www.legaldaily.com.cn/bm/content/２０１０―１０/
１６/content_２３１８４４６.htm?node=２０７３０ ２０１４年２月１日アクセス）。
�２３ 「国務院法制�公室関於《残疾人教育条例（修訂草案）》（送審稿）公開徴求意見的
通知」２０１３年２月２５日，（http :// www. chinalaw. gov. cn / article / cazjgg/２０１３０２/
２０１３０２００３８４１４８.shtml ２０１４年２月１日アクセス）。
�２４ インクルーシブ教育については，�国家の教育方針を徹底し，すべての障害者を
考慮して，インクルーシブ教育の原則を堅持し，障害種別および受容能力に基づい
て，普通教育方式あるいは特殊教育方式を採用する（第４条），�地方各レベルの人
民政府は普通幼稚園・学校の障害学生受入れ能力を徐々に向上させ，インクルーシ
ブ教育を推し広め，障害者が普通幼稚園・学校に入学して教育を受けることを保障
するべきである（第１０条），�障害児童を受け入れる普通幼稚園はインクルーシブ教
育を実施し，就学する障害児童のために適切な教育とリハビリ訓練を提供するべき
である（第１２条）ことが規定されている。
合理的配慮については，�政府，学校，社会，家庭は，障害者が教育を受ける権

利を実現するために必要な条件および合理的配慮を提供すべきである（第３条），
�教育考査機構と学校は障害種別と受験の専門的要求に基づいて合理的配慮や必要
な援助を提供するべきである（第４０条）という文脈で登場する。

�２５ 委員会は，区域内の適齢期の障害児童の身体状況と教育受容能力の評価，就学相
談などを行い，入学意見書，指導意見を提出する。

�２６ 「関於開展残疾児童少年随班就読工作的試行�法」（教基〔１９９４〕６号）１９９４年７
月２１日。

�２７ ダンピング（dumping：投げ込み）とは，障害児童のニーズにあわせた支援や教育
的対応がないまま，障害児童が単に普通学校・学級に入れられることを意味する。

�２８ 亦能亦行身心障碍研究所「 中国 施《残疾人�利公 》的 察」。一加一報告
「 合国《残疾人�利公 》中国 施情况」（２０１２年３月）One Plus One Report
“Implementation in China of the United Nations Convention on the Rights of Persons
with Disabilities,” March２０１２.

�２９ 北京市教育委員会，北京市人民政府教育監導室，北京市残疾人聯合会「関於進一
歩加強随班就読工作的意見」（京教基二〔２０１３〕１号）。

�３０ 「北京市残疾児童少年随班就読工作管理�法」（試行）。
�３１ 「各類残疾類別随班就読具体標準」。
�３２ 視覚障害者の生徒が北京市の高等教育試験機関から希望する専攻の受験について
障害を理由に拒否された事件。事件をきっかけに，障害者が参加する国家の各種試
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験を実施する機関はその者のために手配をしなければならないという条文が追加さ
れたことを教育部法制�公室副主任が明らかにしている。

�３３ 「教育部・衛生部・中国残疾人聯合会関於印発《普通高等学校招生体検工作指導意
見》的通知」（教学〔２００３〕３号）２００３年３月３日。
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